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論 文 内 容 の 要 旨
聴覚障害者の多 くは,十 数年にわたりろう学校での教育を受けたにも関 らず十分な コミュニケ
ーション能力を身に付けていないのが現状である。本論文では,① 聴覚障害者 のコミュニケーシ
ョン障害 と言語生活 の実態を明 らかにした。②コミュニケーション障害を克服 し,社 会参加を図
る方法である 「手話言語」 と,「手話通訳士認定制度」の成立過程 を分析 した。③ 日本の聴覚障害
児教育へ改善策 を提案 した。
論文 の構成 と内容は以下の通 りである。
第1章 では主題の意義 研究の目的,課 題 方法などを述べ,第2章 では,日 本 の聴覚障害者
のコミュニケーション障害 と言語生活の実態を,代 表的な事例 を通 し,情 報か らの遮断 その結
果 としての情緒的な孤独 自己評価の低下 に分類 しなが ら明 らかにした。
第3章 では,聴 覚障害教育で主 に用い られている聴覚 口話法で教育を受けてきた聴覚障害児 の
発話力 と文章理解力の現状を,ア メリカ合衆国,イ ギ リス,日 本 において実施 されてきた調査研
究資料 に基づいて検討 した。その結果,聴 覚障害児の文章理解力が小学校低学年 レベルで あるこ
とを明 らか にした。
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第4章 では,聴 覚障害の分類方法 を医学的分類,世 界保健機構(WHO),教 育的分類,身 体障
害者福祉法に従って分析 し,各 国の聴覚障害者 の数 を示 した。そ して,手 話で言語生活 をしてい
るろう者 の数を約十万人 と推定 した。
第5章 では,手 話が言語の一つであることを認めない日本の現状に対 して,手 話の言語的特性
(手話 とジェスチャー,手 話 と二重分節構造,手 話 と記憶)を 解析 ・明示 し,手 話についての国際
連合やユネスコの宣言 ・決議分を踏 まえなが ら手話は言語であるという見解を明 らかにした。
第6章 では,ア メリカ合衆国における手話通訳者資格認定制度 と比較 しなが ら,日 本の手話通
訳士認定制度 に大 きな影響 を与えたアメリカ合衆国の手話通訳者の資格制度 と,そ の歴史的展開
を調査 ・分析 し,日 本や ヨーロッパ と似た状況 にあったアメリカ合衆国で手話や手話通訳に対す
る一般の理解が急速に広がった理由を明 らかにした。
次 に,日 本における手話通訳士認定制度の成立過程を調査 ・分析 し,日 本で手話通訳士認定制
度が成立 した要件 として,第 一 に,マ スコミを通 じて手話が普及 し,手 話や手話通訳についての
理解が広 まった こと,第 二 に,ア メリカ合衆国の手話通訳者認定制度や国際連合の宣言 ・決議の
影響があった こと,第 三に,福 祉行政が手話や手話通訳の普及に対 して支援 をして きたことな ど
をあげた。 しか し,こ の背景では,手 話や手話通訳 を必要 としているろう者団体 の地道な運動が
制度成立 のための中心的な役割 を果た した ことを明 らかにした。
さ らに,こ の手話通訳士認定制度成立の成果 として,次 の点を挙げた。
①手話通訳を必要 とする聴覚障害者が,質 の高い手話通訳サー ビスを受けて正確な情報の受信
・発信による自己表現,自 己決定 をす ることが可能にな り,結 果 として社会参加が推進された。




第7章 では 日本の手話通訳者の活動状況を明 らかにし,第8章 では現在の 日本のろう学校教育
について検討 した。近年,日 本 と世界において手話への理解が進 んで きている。1989(平 成元)年
に厚生大 臣告示 によ り手話通訳士認定制度が成立 し,1993(平 成5)年 に文部省 「聴覚障害児の
コミュニケーシ ョン手段に関する調査研究協力者会議」が多様なコミュニケーション手段の活用
を報告 した。また,国 際連合やユネスコは,手 話はろう者固有の権利であ り,聴 覚障害教育 にお
いても手話 によるコミュニケーシ ョンの確保が必要であることを明確 に示 した。 このよ うな状況
の変化の中で,日 本のろう学校はどのような対応 をしているのか,そ の教育方針 ・目標 は変化 し
てきているのかを明 らかにする必要があった。そ こで,全 国107の ろう学校の学校要覧 を収集 し,
その中に記載 されている教育方針 ・目標を資料 として現在のろう学校の現状 を検討 した。その結
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果,日 本のろう学校教育は,現 在 も聴覚口話法を中心 に実施 されていること,し か し,近 年,ろ
う学校 の手話に対する考え方 も少 しずっ変化 してきていることを明 らかに した。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は,筆 者の20余 年にわたる 日本の聴覚障害者の社会 自立への指導活動 をもとに,ま ず 日
本の聴覚障害者 のおかれた社会的背景 と,聴 覚障害者の生活 におけるコミュニケーシ ョン障害の
実態を明 らかに した。次 にこのコミュニケーシ ョン障害に起因するさまざまな問題を解決する重
要な方法 として,手 話言語 と,手 話通訳士認定制度の必要性 を指摘 し,制 度の成立過程 を分析す
るとともに,聴 覚障害者の教育や社会参加における手話や手話通訳の役割 と意義 について明 らか
にした。その結果,聴 覚障害者のコミュニケーシ ョンの自由と自己決定 ・社会参加が可能 になっ
た過程 を示 した。
第1,2章 では,研 究の端緒を示す とともに聴覚障害者のコミュニケーション障害 と日常の言
語生活の実態を,情 報の遮断,情 緒的孤立な ど新 しい視点か ら分析 している。そ して,言 語概念
習得前の状況にある聴覚障害者(ろ う者)の 言語生活 の実態についても具体的な事例 を示 し,聴
覚障害教育関係者が認識 して いない問題 を指摘 した。第3章 では,ア メリカ合衆国,イ ギ リス,
日本での調査研究 を文献的に比較検討 し,ろ う学校で十数年の教育を受けてきた聴覚障害児の発
話力,文 章理解力が如何 に低 いレベル にあるかを示 した。 これ によってろう教育界でタブー とも
なっている問題 を資料で示す とともに聴覚障害者が 日常生活 で直面す る困難の理 由を明 らかにし
ている。 これは,日 本の聴覚障害教育の領域ではほとん ど行われなかった研究であ り,評 価でき
るものである。第4章 では,聴 覚障害者の数が分類法 により異なることを指摘 した。第5章 では,
まず手話抑圧の歴史 を新 しい視点か ら調査 ・整理 し,次 に言語 としての手話の特徴 を分析すると
ともに国際連合やユネスコの宣言 ・決議文を調べ,国 際的な手話の言語学的地位 を明 らかにして
いる。第6章 では,世 界 に先駆けて発足 したアメ リカ合衆国の手話通訳者資格認定制度を調査 し
なが ら,日 本の手話通訳士認定制度の成立過程を分析 した。1960年 代 においては ヨー ロッパ諸国
や 日本 と似た状況にあったアメリカ合衆国が,手 話通訳者資格認定制度 を整備す るに至った経過
についての資料 を調査 し,そ の背景を分析 した点は,資 料的価値の高い貴重なものである。 日本
の手話通訳士認定制度については,筆 者が制度検討会の委員として,ま た,制 度実施の行政担 当
者 として直接携わっているので,国 会での審議,当 事者団体 の活動など総合的に分析整理 され,
制度の理念,成 立過程,制 度の利点などが示されている。 これは 日本で初 の成果 として評価でき
る。 しか し手話通訳士認定制度調査検討会で論議 された論争や対立点 は必ず しも十分 に示されて
いない。今後 のさらなる研究が望まれるところである。
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第7,8章 は,日 本の手話通訳 を支えている人たちの現状 と課題 をまとめるとともに,全 国107
校の学校要覧を集めて,そ こに記述されている教育方針や 目標 を調べ,日 本のろう学校教育が 口
話法を中心 に実施されている現状 を明確 に示 している。 これはろ う学校教育の現状を具体的な資
料 に基づいて批判的に分析 した もの として評価できる。
日本の聴覚障害者 のコミュニケーシ ョン障害の実態 についての研究は,幼 児期,学 童期 と限 ら
れた時期については行われて いるが,本 研究のように成人期までを対象 とし,さ らに,海 外 と比
較する形で聴覚障害者のおかれた状況分析まで行 ったものは見当た らない。 このコミュニケーシ
ョン障害の解決 のために設けられた手話通訳士認定制度が成立する過程の分析 は,直 接そ の成立
・制定過程 に携わった筆者でなければ用いることのできない資料に基づいている。また,日 本の
ろう教育の方向性についての指摘 も極めて重要なものである。筆者は,主 に戦後生まれの聴覚障
害者,特 にろう者のおかれた社会,教 育界,福 祉行政の条件を考慮 しなが ら研究を行 った。その
諸条件 を総合的 ・体系的に整理するまでには至 らなかったが,本 論文は聴覚障害児 ・者の教育 ・
福祉 に携わ る専門家 にとって有益な知見 を明かにしたものであり,聴 覚障害学領域の発展 に寄与
す るところが大 きいものと考える。
よって,博 士(教 育学)の 学位 を授与するに適 当と認める。
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